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情報通信行政・郵政行政審議会 

郵政行政分科会（第６回）議事録 

 

第１ 開催日時及び場所 

  平成２１年１１月１３日（金）   10:00～10:43 

於、第１特別会議室（８階） 

第２ 出席した委員（敬称略） 

牛尾 陽子、篠崎 悦子、篠塚 勝正、杉山 武彦、田尻 嗣夫、三村 優美子、 

山上 紀美子、吉野 直行、米澤 康博、若杉 敬明       （以上10名） 

第３ 出席した関係職員等 

吉良 裕臣（郵政行政部長）、菊池 昌克（郵政行政部企画課長）、 

神山 敬次（信書便事業課長）、 

岡田 寿夫（情報流通行政局総務課課長補佐）（事務局） 

第４ 議題 

 諮問事項 

特定信書便事業の許可及び事業計画の変更の認可、信書便約款の設定及び変更の認可

並びに信書便管理規程の設定及び変更の認可【諮問第１０２７号～第１０２９号】（非

公開） 
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開 会 

 

○田尻分科会長 それでは、まだお着きでない先生もいらっしゃいますが、ただいまから情

報通信行政・郵政行政審議会郵政行政分科会第６回会合を開催させていただきます。 

 本日は委員１６名中、１０名がご出席でございます。まもなくもう一名ご出席いただく予

定でございます。いずれにいたしましても定足数を満たしております。 

 また、本日の会議は情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第９条第１項ただし書きの規

定によりまして、非公開という形で開催させていただきます。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めてまいります。本日の案件は諮問事

項１件でございます。諮問第１０２７号から１０２９号、特定信書便事業の許可及び事業計

画の変更の認可、信書便約款の設定及び変更の認可並びに信書便管理規程の設定及び変更の

認可についての案件でございます。 

 まず、総務省から説明をお願いいたします。 

○神山信書便事業課長 お手元の資料、資料６－１、６－２、６－３とございますが、資料

６－２、６－３は信書便の約款及び管理規程の認可申請について、ひな形に準じて作成して

おりますので、こちらの説明は省略させていただきまして、主として６－１についておりま

す横長の資料で説明させていただきます。 

 ６－１の３枚目です。横長の資料、別紙１を見ていただけないでしょうか。１枚めくって

いただいて、申請の概要というところからご説明させていただきたいと思います。前回、た

しか７月の分科会だったと思いますが、それから４カ月たっておりますので、許可関係が多

ございます。新規の許可申請者が１８者、それから、後で出てきますが変更の認可申請者が

２者ということで、計２０者から出てきております。 

 それでは、申請者の概要を説明させていただきます。基本的に本社所在地が北にある申請

者から並んでおります。１番、下村速配有限会社、北海道札幌市でございます。主な事業と

しましては、貨物運送業を営んでおりまして、貨物の既存のお客様などのニーズを受けて、

貨物だけではなくて信書も送達できるようにしたいということで、１、２、３号役務のすべ

てを取得したいということで許可申請をしてきております。事業開始の予定日は来年の１月

１日となっております。以降、貨物運送業の方が多いですが、貨物運送業で既存のお客様の

ニーズに合わせて信書も送達したいという場合には、説明は概ね省略させていただきます。 

 ２番ですが、札幌急配株式会社、北海道札幌市、貨物運送業。同じように顧客のニーズに

合わせてということです。 

 ３番、大和梱包株式会社、北海道札幌市、貨物運送業。同様の顧客のニーズでございます。 

 ４番でございますが、ＰＳコミュニケーションズ株式会社、東京都港区、情報サービス業

ということで、これは３号役務の中でも電報類似のサービスをしたいということで申請が出

てきております。ここはまた後で、もう少し詳しく説明させていただきますが、今年の８月

に設立された会社でございまして、資本金１億円で、いわゆるソフトバンクの１００％子会

社の１００％子会社で、孫会社にあたる会社でございます。電報類似サービスを提供すると

いうことで、これまで電報の受付用として利用されている１１５番を、今年の６月に電報類

似サービスの受け付けとして開放して以来、適用されるのは初めてのケースになるのではな

いかと思います。事業開始は来年の２月１日を予定しています。詳しくは後で説明させてい
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ただきます。 

 ５番としまして、株式会社アベエキスプレス、東京都中央区、貨物運送業。これも既存の

お客様のニーズに合わせてということです。 

 ６番、株式会社メトロセルビス、東京都台東区、事業サービス業（車両清掃等）とござい

ますが、これは昭和１８年に設立された、かなり昔からある会社で、東京メトロの１００％

子会社です。地下鉄の車両清掃等を行っていますが、これに加えまして、         

    を、地下鉄を使って運ぶような２号役務、３時間以内に送達をする業務をしたいと

いうことであります。 

 次のページでございます。７番、株式会社ゼンケイ、東京都品川区、貨物運送業。既存の

お客様のニーズに合わせてということです。 

 ８番、有限会社ジンノエクスプレス、千葉県浦安市、貨物運送業。これも既存のお客様の

ニーズに対応ということです。 

 ９番、株式会社サキュレ、東京都大田区、貨物運送業。これも既存のお客様のニーズ及び

東京都関連の入札をしたいということで、入札の条件としてとりたいということです。 

 １０番、エヌ・ティ・ティ・データ・マネジメント・サービス株式会社、東京都江東区、

事業サービス業（人材派遣等）、これはＮＴＴデータの子会社でありまして、人材派遣等を

やっているのですが、          の定期巡回便を請け負いたいということでござ

います。 

 １１番、株式会社メッセム、貨物運送業、主に自転車便を利用していると。これも既存の

お客様のニーズに対応ということです。 

 １２番、新ダット・ジャパン株式会社、東京都千代田区、貨物運送業。これは主にバイク

便をやっております。これも既存のお客様のニーズ対応です。 

 １３番、赤帽物流株式会社、東京都千代田区、貨物運送業。赤帽系列の会社で、赤帽とい

うと普通は協同組合なのですが、これは営業部門が独立しまして、株式会社化した会社だと

聞いております。これは３号役務ということで、電報類似サービスを既存の法人のお客様を

中心にやっていきたいということです。こちらは１１５番とは関係ない、これまでの電報類

似サービスと同じようなものをやっていきたいということです。 

 １４番、株式会社大木組、大阪府堺市、貨物運送業。これも既存のお客様のニーズ対応及

び      の定期巡回便の入札に向けて許可をとりたいということです。 

 １５番、粉浜運輸株式会社、大阪府堺市、貨物運送業。既存のお客様対応。 

 １６番、インターナショナルエクスプレス株式会社、東京都港区、貨物運送業。既存のお

客様のニーズに対応。 

 １７番、株式会社アームコーポレーション、大阪府大阪市、貨物運送業。既存のお客様対

応。特に        の定期巡回等をねらっているようでございます。 

 １８番、株式会社植西運送、愛媛県伊予市、貨物運送業。これも既存のお客様のニーズ対

応でございます。 

 以上、簡単でございますが、１８者が新規の許可申請をしてきております。 

 加えまして、２者から変更認可申請ということで、１９番、株式会社カトウ、愛媛県松山

市。これは、主にし尿収集運搬業をやっているのですが、既存のお客様のニーズに対応する

ため及び    の巡回便や     の入札等に参加するために定期巡回等の役務も必要
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なので、１号及び３号役務を追加したいということです。青印のところが追加でございます。 

 ２０番、赤帽熊本県軽自動車運送協同組合、熊本県熊本市、貨物運送業。これも既存のお

客様対応で、１号役務について、引受けの部分を少し追加したいということでございます。 

 以上、ごく簡単ですが２０業者の会社の概要、あるいは許可申請の概要でございます。 

 次の４ページでございますが、引受け及び配達の方法というところでございます。これは

引き受け及び配達の方法がちゃんと明確になっているかどうかを審査する項目でございます。

一つ一つは、説明を省略させていただきますが、引き受けにつきましては、例えば４ページ

であれば、４番のＰＳコミュニケーションズ株式会社以外は、巡回先又は定期集配先で引き

受けをする、あるいはスポット的に利用者の指定の場所、あるいは営業所で引き受けをする、

配達は差出人の指図により、対面交付その他で適切に配達するということで明確になってい

ると思います。 

 ４番のＰＳコミュニケーションズ株式会社については、電報類似サービスを提供するとい

うことでございますので、引受けについては、インターネット、電話、この電話が主に

１１５番を利用したいということでございますが、１１５番の利用、それとファクスで通信

文等の引き受けをする。配達については、他の申請者と同様に適正に配達をしますというこ

とでございます。 

 ５ページですけれども、１３番の電報類似サービスを提供する赤帽物流株式会社も、イン

ターネット、電話、ファクスで通信文等を受け付けますということでございます。ただ、電

話による受付に１１５番を使わないということでございます。 

 続きまして、６ページでございますけれども、信書便の取扱見込み、あるいは配送体制は

どうなっているのかという項目でございます。ちょっと微に入る資料になりますので、委員

限りとさせていただきたいのです。これも通し番号の１番から並んでおりまして、例えば

１番の下村速配有限会社であれば、提供区域はそれぞれの役務に対応して、資料に書いてあ

るとおりでございます。利用見込通数はお客様のニーズを踏まえ、アンケート調査を実施し

て、大体月にこれぐらいだろうということで出てきた通数でして、それに対して、配送員、

配送車両をそれぞれ兼務、兼用をしてやっていきますという体制になっております。 

 また、２番の札幌急配株式会社は、取扱通数が        のですが、       

      。これは北海道全体を       をしていくということで、見かけ上の

ニーズは多くなっているということでございます。 

 １つとりたてて説明したいのは、４番のＰＳコミュニケーションズ株式会社でございます。

電報類似サービスでございますが、引受地は日本全国、配達地は離島等を除く日本全国であ

ります。取扱見込数ですが、利用見込通数は          となっております。それ

から配送等につきましては、                             

         ということでございます。 

 こちらにつきましては、申しわけありませんが、資料６－２、６－３の後に１枚ものの横

長のポンチ絵を添付させていただいています。なぜ添付させていただいたかといいますと、

実はこのとおり順調にいきますと、これまであった信書便業者の中で           

                     ということと、もう一つは、１１５番を利用

するということで、今日の日経新聞には掲載されたようなのですが、ソフトバンクが電報に

参入するということでバリューがあるということ、資料が事業の詳細に踏み込んでいること
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から、委員限りとして１枚資料を添付させていただいております。 

                                          

                                          

                                          

                                           

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

      

 長くなりましたが、もとの資料に戻っていただきまして、ＰＳコミュニケーションズ株式

会社についてはそういうことでございます。そのほか、利用見込通数以外、６ページから

７ページにかけては、一つ一つは説明しませんが、見込通数が出ているものについては、利

用者のアンケートに沿って、このくらいだろうという把握をしたもの、取扱見込みのところ

で巡回何コースと出ておりますのは、基本的に公共団体の入札ですとか、グループ会社の定

期巡回コース等を想定しまして、そのコースに沿って、それぞれ配送員、配送車両などをあ

てているということでございます。 

 １つだけ言わせていただきますと、７ページの、６番の株式会社メトロセルビスですが、

これは先ほど言いましたように、東京メトロの子会社なのですが、            

                   との巡回をやっていくということで、  コース

つくって、 名の方が コースずつ受け持ってシフト制で運んでいくということです。どう

も  の方を  名雇うことを想定していて、その方が          普通の人と同

様に客車に乗って、それほど大きな量でもないらしいので、毎日運んでいくことを想定して

いるようでございます。それ以外の事業者については、説明は省略させていただきます。先

ほど申しましたように巡回については入札関係、通数が書いてあるのはお客様へのアンケー

ト調査などで利用があると各事業者から伺っております。 

 ９ページでございます。説明が長くなって申しわけありません。４番の３時間審査です。

２号役務については３時間以内に運べるのかどうかという審査がございまして、これについ
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ては、それぞれ５者ございますが大丈夫だろうということです。例えば６番の株式会社メト

ロセルビスですが、これは東京都の中で一番長時間かかる経路が５１キロです。西船橋と和

光市の間なのですが、これを地下鉄等を使って運べるかということで、申請者が実測を行っ

た結果です。私どもとしてはインターネットの乗換案内サービスを使って確認をしまして、

大丈夫だろうという確認をさせていただいています。 

 あとは１１番、株式会社メッセムは原付以外に自転車を使っていますので、自転車でも実

測を行っております。１６キロというのは新宿の下落合から品川の北品川までですが、これ

も自転車で走ったとしても、何カ所か回っても１８０分以内でできますということで、

１１番株式会社メッセムも大丈夫だと事務局としては判断しております。 

 続きまして、１０ページ以降の事業収支でございます。事業収支につきまして、やはり通

し番号１番から並べさせていただいておりまして、収入につきましては、それぞれの利用見

込額を直課したり、あるいは入札にあたる場合の受託の見込額等を考えております。これは

１年目と２年目とを出しています。初年度は途中から営業年度が始まるところがありますの

で、少し額が小さくなっているところがあります。翌年度はフルの１年分になっております。 

 これにつきましても、４番のＰＳコミュニケーションズ株式会社に    が出ておりま

すのでご説明します。ＰＳコミュニケーションズ株式会社自体は、事業は来年の２月から始

めるのですが、そこの括弧に８月１４日と書いてありますが、本年８月１４日に会社を設立

しておりまして、既に初期経費がかかっているということで、初年度については  になり

ます。利用見込みとしては、   というのは、      で２月、３月分を掛けて出し

ております。ＰＳコミュニケーションズ株式会社の翌年度、２２年度がフルの１年分になる

わけですが、売上げとしては     、経費としては、支出としては     ぐらいを

算出しており、利益は   ということで、翌年度から     していきますということ

で、初年度だけは    が出ますということです。 

 １１ページ、１２ページにかけまして、説明は省略させていただきますが、信書便事業で

もそれなりの利益を出して、本業の利益を含めて何とかやっていきますということで、皆さ

ん申請されてきております。 

 １４ページですが、６番の資金計画ということで、収支以外に当初の事業開始に要する資

金が足りるのかについてでございますが、これにつきましても、純資産の額を見ていただけ

ればわかりますように、債務超過となっているところはございません。事業開始に要する資

金というのは、人件費については当初の２カ月分、賃借料については１年分ということで、

信書便法施行規則で定めてありますので、そういったものを足した額を調達できるかという

ことでございます。 

 ２点ございまして、１点は、例えば下村速配有限会社ですが、純資産     というこ

とで は出ていないのですが、前のほうを見ていただくとわかるように資本金が２００万円

でして、言うなれば    が出ているということでございます。これについては２０年度

に           で一時的な経費がかさんだということで、  にはなってはいま

すが、今年度に        するということでございます。現預金についても、そこに 

     とありますが、                 ので大丈夫ですと確認して

おります。    が出ているのが、下村速配有限会社以外にも幾つかございます。株式会

社メッセム、新ダット・ジャパン株式会社、赤帽物流株式会社、通し番号でいうと１番、
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１１番、１２番、１３番が    が出ているのですが、いずれにしても、過去の理由で一

時的に経費がかさんでいるということです。いずれの申請者も              

            ので、よろしくお願いしますということで申請してきております。 

 それからもう１点は、通し番号４番のＰＳコミュニケーションズ株式会社です。ソフトバ

ンクの孫会社でございますけれども、純資産は   でございますが、事業開始には   

       かかるとのことです。内訳としては、         といいますか、  

       及び       が         かかるとのことです。それから、 

                    、これらが   かかるとのことです。あと  

  の経費も２カ月分用意しなければならない。これが       ぐらいかかるという

ことで、合計         かかるのですが、                   

     から           ということで、こちらも資金は確保できますという

ことです。予定どおり順調にいけば純利益が     出てきますので、すぐに      

のではないかと思っております。 

 以上でございます。結論的には、事務局としては許可申請のあった１８者及び変更の認可

申請のあった２者について、いずれも許可または認可をするのが適当だと判断しております

ので、よろしくご審議のほどお願いします。長くなりまして申しわけありません。 

○田尻分科会長 ただいまのご説明につきまして、ご意見、ご質問ございましたら、どうぞ

ご自由にご発言いただきたいと思います。 

○三村委員 単なる興味の話でお伺いしたいのですが、ＰＳコミュニケーションズさんはこ

の第３号役務のために設立する会社ということで、ほかに何かこれ関連の事業を展開される

わけではないのですね。 

○神山信書便事業課長 一部、コールセンター業務を請け負うようなことを言っております

けれども、基本的にはこの１１５番を受けるためにつくられた会社です。 

○三村委員 それでは、こういう事業で、これだけのビジネスができるということなのです

ね。 

○神山信書便事業課長 そうですね。そういうふうに聞いております。 

○三村委員 電報類似ということで。 

○神山信書便事業課長 はい。正確に言うと電報類似、新聞等では「電報に参入、ＮＴＴに

対抗、ＮＴＴ独占に風穴をあけた」とか出ていますけれど、正確に言いますと、電報類似で、

既存のお客様を囲い込むような形。ただ、個人的な意見になりますけれど、個人のお客様を

狙うというよりも、とりあえずソフトバンクの回線を利用されているおとくラインの法人の

お客様の、底がたい需要を狙ってやってみるということだと思います。 

 参考までに、ソフトバンクの       のほうはまだ１１５番は使用できないそうで

す。それからソフトバンクの         は１１５番につながるそうですが、ＮＴＴ

電報に回されるということで、そちらの分は今回含んでおりません。あと        

  の                            は含んでいません。お

とくラインという、私も電気通信には詳しくないのですが、その回線を使っている方を対象

としているということでございます。 

○篠塚委員 やはりＰＳコミュニケーションズ株式会社に関してです。１０ページの収支の

資料を拝見しますと、初年度、信書便の        、当期純利益が、        



 8 

 ということで、その他で         があるように見えるのですが、翌年度以降、

その他が  になっていますね。 

○神山信書便事業課長 はい。 

○篠塚委員 どうしてなのでしょうか。 

○神山信書便事業課長 補足があれば事務局のほうから補足させますが、信書便以外にも、

コールセンターの請負業務等、一部受託しているところがありまして、そこの関係の   

        で１年目は になって、２年目以降はそれが軌道に乗ってくるので にな

ってくると聞いております。 

○篠塚委員 そうですか。ここだけちょっとわかりにくいので。 

○神山信書便事業課長 そうですね。 

○篠塚委員 はい。 

○神山信書便事業課長 信書便以外のところでも、   が出るということです。 

○篠塚委員 そうすると、信書便以外の業容が変わることが、この数字に反映されていると

いうことですか。 

○神山信書便事業課長 そうです。当期純利益には本業も含んでおります。 

○篠塚委員 本業といっても、  ですよね。 

○神山信書便事業課長 そうですね。この場合は本業というより、その他の業務としての本

業を含んでいるといった方がいいかもしれません。 

○篠塚委員 その他の業務が  ですよね。初年度は。 

○事務局 この会社は８月に設立している会社なのですが、   がかなり発生しておりま

して、            こともできるのですが、この会社は当年度で全部費用とし

ておりますので、その関係で初年度  になっております。次年度以降は      がな

くなりますので、  という形になっております。 

○篠塚委員 そうですか。結構です。 

○神山信書便事業課長 いずれにしても、①と②の差は、その他の業務が一部ございまして、

コールセンター業務の請負業務を利用したほかのビジネスをすると聞いております。この業

務の  が信書便事業に影響を及ぼすということではないと判断しております。 

○吉野委員 細かい点と大きな点です。１つは、ＰＳコミュニケーションズは離島を除いて

全国に配達できるということなのですけれど、よく言われるのは、僻地とかそういうところ

は、なかなかビジネスがやりにくいといわれているのですけれど、どうしてこのＰＳコミュ

ニケーションズはうまくそこができるのかという質問です。 

 それから、あと大きな質問ですが、これからこういうふうにどんどん認めていくことによ

って、価格低下がほんとうに顕著にデータとしてあらわれてくればいいことだと思うのです

けれど。それから、もう一つは、片や郵便事業への影響もあると思うのですが、今のところ

少ないですから、まだ微々たるものだと思うのですけれど。それからさらに大きな話でいく

と、こういう民間のビジネスが非常にうまくいったときには、国のほとんどのビジネスを、

全部こういうところが大体できるようになるということもシナリオとしてあり得るのでしょ

うか。 

○神山信書便事業課長 まず、１点目でございますが、経営努力によりビジネスを成り立た

せていくということだと思います。ただし、離島を除くというところで、お答えになるかわ
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かりませんが、離島を除く全体のカバー率というのがございまして、人口カバー率でいうと 

   をカバーできると伺っております。特に１４時までの受付けであれば、即日配達をし

たいと。これによる人口カバー率は   、翌日配達分を合わせると   の人口カバー率

ということです。それでは、ほかの  の人はどうするのかという話なのですが、彼らのほ

うもセーフティーネットを考えていまして、１回電話の回線を切ることにはなりますけれど

も、この地域は配送できないのでという場合は、ＮＴＴ                 

                                          

                                          

         も利用するような形で１００％カバーしていきたいと伺っております。 

 ２番目につきましては、大きな話なのですが、確かに新聞等でも低価格と言っていました

が、信書便の関係では１通１,０００円超という壁はございます。ただ、ＮＴＴ電報の平均

単価が今、慶弔電を合わせて１通      程度と確認しておりますので、それよりはも

う     で、なおかつ付加価値、様々な台紙等、いろいろ対応したサービス等で狙って

いるということだと思います。 

 郵便事業への影響という面では、                          

             マイナスの影響はないかと思います。逆に電報業界のほうで電

報のシェアをどうしていくかということです。よりよいサービスができれば、それぞれ、さ

らに市場は拡大していくこともあるかもしれませんが、こういうご時世ですので、なかなか

それはわかりませんが、競争の原理が働いていくのではないかと思っております。 

○吉野委員 そうすると、ＰＳコミュニケーションズ株式会社は   のある程度ペイする

ところをやって、あとの残りはＮＴＴにお願いするという感じなのですけれど、そういうこ

とですよね。そうするとやっぱり、クリームスキミングというか、民間はいいところをやっ

て、民間でできないところは、あとは任せますという形になっているということですね。 

○神山信書便事業課長 郵政行政部でいうことではないのですが、実際、こういう規制緩和

が妥当かどうかにつきましては、昨年来総合通信基盤局で検討会を設けまして議論を重ね、

電気通信事業告示の改正をするに当たっても電気通信事業者協会によるガイドラインをつく

って守っていただくようにしています。そこで、電報と遜色ないサービスを提供できるのか

ということについて、営業、受付時間をどうするとか、カバー率をどうするとかいったこと

を定めております。また、電報に遜色がないかというところについては、実は私どもの許可

に加えまして、電気通信事業者による、１１５番をＮＴＴの電報受付用から電報類似サービ

ス受付用に変更する届出も必要になりますので、そちらのほうで確認することにもなろうか

と思います。そのためのガイドラインをソフトバンク、ＮＴＴ等関係する様々な方々が参加

してつくった経緯がございます。そういう意味では、そこの   というところは議論があ

るかもしれませんが、何とかユニバーサル的な位置付けをカバーできているということだと

思います。 

○田尻分科会長 ほかにございませんか。はい、牛尾委員、どうぞ。 

○牛尾委員 やっぱりＰＳコミュニケーションズ株式会社なのですけれども、申込みと引受

けはＰＳコミュニケーションズ株式会社がやる、                という

ことで、事故が起こった場合、だれが責任をとるのでしょうか。 

○神山信書便事業課長 事故が起こった場合の責任は、一義的には、一括してＰＳコミュニ
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ケーションズ株式会社が負うことになります。                しており

ますが、そちらについても責任を負います。今まで１２業者、電報類似サービスの事業者が

ございます。一番大きいのが      というところで、売り上げが   程度あるので

すが、そちらも基本的には、こういうコアの部分といいますか、ネット受付けと、サーバー

管理を行いまして、それ以外のところは委託に出しているんですけれど、それらを含め委託

者であるヒューモニーがすべて責任を負う、一義的には責任はそこが持つということでござ

います。 

○田尻分科会長 ほかにございませんでしょうか。 

○神山信書便事業課長 先生、１点補足ですが、この電報の名前は、電報ではなくて、電報

類似サービスということで、例えば        というハダカの名称は使用できないと

いうか、           らしいので、今回は「     」という名前になると聞

いています。電報という文字については、実はヒューモニーさんも「ネット電報」と使って

いますし、ＫＤＤＩエボルバさんも「でんぽっぽ」というのを使っていますし、ＫＳＧさん

も「e-denpo」というのを使っていますので、電報という言葉自身を一部として含ませるこ

とはいいようですが、多少それにフリルをつけねばならなくなっています。ご参考までに。 

○田尻分科会長 そのフリルをつける理由は、根拠は何なのですか。つまり、電報類似サー

ビスと断わらないといけない理由は。電報と単純に言ってはいけない理由は何ですか？ 

○神山信書便事業課長 これも電気通信事業法上の話かと思うのですが、いわゆる電報はＮ

ＴＴがやっていて、電報に類似して、これに準じて遜色ないサービスについては、１１５番

の受付けは開放しますという整理をしたので、事業者のほうも自主的にそういう、ただ単に

電報という名前にはしないような話のようです。要するに規制があるということではないと

思います。 

○田尻分科会長 そうですか。 

○神山信書便事業課長 商標権を登録されているかどうかは、私もよくわかりません。郵便

のほうは、多分マルマル郵便というのはフリルをつけてもあんまり使っていないと思うので

すが、電報はそこまでの規制はないのかなと。 

○田尻分科会長 そうですか。商標権とか、そういうものはないわけですね。電報という言

葉に。代名詞と考えてよろしいと。 

○神山信書便事業課長 後で調べましてご報告させていただきます。 

○田尻分科会長 はい。ほかに何かございますでしょうか。 

 特にないようでございましたら、諮問第１０２７号から１０２９号につきましては、諮問

のとおり許可及び認可することが適当である旨、答申することにさせていただきたいと思い

ますが、よろしゅうございますでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○田尻分科会長 ありがとうございました。それではそのように答申することといたします。 

 以上をもちまして、本日の議題は終了いたしました。せっかくの機会でございますので、

委員の皆様から何かご意見ございましたら、お伺いしたいと存じます。 

○篠崎委員 本日の諮問の件には関係ないのですけれども、現在、いろいろなところで事業

仕分けとやらが話題になっておりますが、郵政行政関係でも、何か具体的にそのようなこと

がありましたら。 
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○菊池郵政行政部企画課長 うちの関係は今のところ対象にはなっておりません。 

○篠崎委員 今のところとおっしゃいましたね。 

○菊池郵政行政部企画課長 挙がっておりません。 

○篠崎委員 そうですか。 

○菊池郵政行政部企画課長 うちの額は非常に少のうございますので、交付金も何もござい

ません。そういうこともあろうかと思いますけれども、部全体でも３億とか４億ぐらいの額

でございますので。それもいろんな調査研究、ユニバーサルサービス関係とか、競争のあり

方の関係とかいうもので組み立てておりますので、今回の対象には挙げられていないのが現

状でございます。 

○田尻分科会長 よろしゅうございますか。 

 それでは、事務局から何かご連絡ございますか。 

○菊池郵政行政部企画課長 特段ございません。 

○田尻分科会長 それでは本日の会議はこれをもって終了させていただきます。次回の日程

につきましては、確定次第、事務局からご連絡を差し上げますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 以上をもちまして閉会といたします。ありがとうございました。 

 

閉 会 

 

 

 


